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「復元論」と「分化発生論」について 
 ― 宇野弘蔵と山口重克の方法論をめぐって― 
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序　言

マルクスは経済学批判の叙述方法としていわ

ゆる上向法と歴史－論理説をとっていた。これ

に対して、宇野弘蔵は、三段階論体系において

上向法と歴史－論理説を批判し、原理論におい

ては「永久に循環するかの如き」純粋資本主義

社会の論理を扱うものとした。その際、宇野は、

商品という最も単純な概念から次第に複雑な概

念へと展開していくマルクスの方法は継承した。

それは、最も単純な概念である商品概念のうち

に、最も複雑で内容豊富な具体的概念へと展開

していく「復元力」が備わっているようなもの

だと表現された。

それに対して、山口重克は、「復元力」とい

う概念は神秘的だとして批判し、商品経済的な

当事者の行動が商品、貨幣、資本へと分化発生

していく論理的な過程を、分析者がただ思考実

験の中で観察することだけによって原理論を構

成するという方法論を提起した。

本稿では、まず第1節において、宇野弘蔵の

三段階論および原理論の構成方法に関する考え

方を検討し、宇野がマルクスにおける経済学批

判の方法論で提起された上向法や歴史＝論理説

をどのように取捨選択したかを再確認し、その

取捨選択のそれぞれの部分に関する妥当性を再

検討する。つぎに第2節において、山口重克が

提起した分化発生論について検討する。分化発

生論は、当事者行動論的な観点から市場や競争

機構の分化、発生を論理的に追跡するという徹

底した「方法論的個人主義」に立っているが、

本稿では「方法論的個人主義」そのものの理論

的な有効性とその有効性の境界設定を明確化す

る。また、それとともに、山口が提起した分化

発生論には、宇野のように、あらかじめ純粋資

本主義社会が「復元」されるべき具体的概念と

して設定される論理がないため、国家、法律等

の社会契約にまで展開することを排除する論理



― 170 ―

専修大学社会科学年報第 48 号

がないこと、さらには、当事者行動の意図せざ

る結果として展開される不可逆的な発展変化を、

「永久に循環するかの如き」ものとして説かれ

るとされてきた原理論との関係においてどう扱

うのかに不明確な部分があった点を明らかにす

る。

以上の諸検討を踏まえて、筆者の積極的見解

として、原理論は静態的な「永久に循環する」

構造、機能を分析する領域に狭く限定される論

理的な必要性はなく、それとは別個の領域とし

て多様な非市場的ドメインを含む多系列的な発

生進化論が設定されてよいということが主張さ

れる。

第1節　�宇野弘蔵の「復元論」
について

１　宇野弘蔵のマルクス上向法批判

宇野弘蔵は、マルクスの上向法的なプラン体

系に対しては、三段階論体系を対置している。

その際、上向法に対しては次のように批判的な

見解を述べている。

「［10頁］近世以後の資本主義社会におい

てもまたその後の発展は、少なくともその

前半においては、商品経済による旧封建的

社会関係の解消の過程としてあらわれるの

であった。そこで資本主義の発展とともに

発達を見た経済学的研究も、こういう歴史

的事情と無関係に行われることにはならな

かった。マルクスのいわゆる抽象的なもの

から具体的なものへの上向の方法が、下向

の過程を主とする研究の後におこなわれた

というのも、この事情を示すものにほかな

らないが、また上向の方法が採れるように

なったとしても、下向の過程で旧社会的関

係による異質的な要因が、どの程度分析的

に排除されるかによって、その体系化の程

度を決定されることにならざるをえない。

……それと同時に上向の過程は、また漸次

に経済学的分析の出発点をなした、或いは

出発点となるべき現実の経済的状態をその

まま再現しうることにはならなかった。多

くの経済学者にとっては、体系化された資

本主義社会が、現実の状態に対していわば

理想的な状態としてあらわれ ―― そうい

うものとして体系化されるのであった。そ

れは決して『国家、諸国民の交換、世界市

場にまでのぼってゆく』とはいえないもの

として体系化されるのであった。実際また

抽象的規定から理論的に展開される資本主

義社会は、十八世紀または十九世紀のイギ

リスの現実の経済とならないのは当然であ

る。『抽象的な諸規定が思惟の道をとおっ

て……再生産』する具体的なものは、一般

的なるものとして抽象化された具体的諸関

係にほかならない。」（宇野弘蔵［1956年］

「経済学における論証と実証」）

ここで、宇野がいっていることは次のような

ことである。

上向法の終着点としての具体的な資本主義社

会は、下向法の出発点としての18世紀なり19

世紀なりの特定の歴史的時点における現実的状

態とは異なる理想的状態として体系化される。

したがって、原理論から上向法的に19世紀中

葉当時の「国家、諸国民の交換、世界市場にま

でのぼってゆく」とはいえない。

すなわち、宇野とマルクスの方法論的な相違

点は、マルクスが前半体系（資本 -賃労働 -土

地所有）から後半体系（国家 -外国貿易 -世界

市場と恐慌）まで上向法によって展開できるか

のように述べていたのに対して、宇野は、前半

体系に相当する原理論は上向法で展開できるが、



「復元論」と「分化発生論」について  ― 宇野弘蔵と山口重克の方法論をめぐって― 

― 171 ―

後半体系に相当する段階論・現状分析は上向法

でそのまま展開することはできないとしたこと

であった。

つまり、宇野が問題とした論点は、上向法、

いわゆる「猿の解剖」論があてはまるのはいわ

ゆる前半体系まで、言い換えると原理論だけで

あるということであった。後半体系に対応する

段階論・現状分析にはそれらはあてはまらない

と考えられていたのである。

２　「歴史＝論理説」批判と「永久循環」

また、宇野は、マルクスの「歴史＝論理説」

に対しては、「永久に循環するかの如き」論理

構造を対置していた。

「［140頁］経済学の原理は、唯［141頁］

物史観にいう歴史的諸社会はもちろんのこ

と、資本主義自身の発生・発展・消滅の歴

史的過程をも、いわばその背後に留保しつ

つ、資本主義社会の『経済的運動法則』を

明らかにするのである。それはかかる歴史

的背景のもとに資本主義社会を自立的な運

動をなす一社会として提示する。したがっ

てまたそれは他の社会から発展したものと

してではなく、さらにまた他の社会に転化

するものとしてでもなく、むしろ永久的に
4 4 4 4 4 4 4

同じ運動を繰り返しつつ発展するものであ
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

るかの如くにして、その運動法則を明らか
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

にするのである
4 4 4 4 4 4 4

。」（宇野弘蔵［1962年］

『経済学方法論』。傍点、引用者）

すなわち、宇野によると、原理論は、資本主

義社会の発生・発展・消滅の歴史的過程につい

ては背後に留保しつつ、資本主義社会の自立的

な経済的運動法則を永久的に循環するかの如く

にして明らかにするものである。

このように、宇野は歴史＝論理説をしりぞけ、

原理論を静態的な循環構造論的分析として再構

成する方向性を示した。宇野によって提起され

た新しい方法論においては、論理過程は原理論

として歴史過程から切り離され、歴史過程は段

階論・現状分析として論理過程から切り離され

たうえで、三段階論として有機的に関連づけら

れることとなったのであった。

３　弁証法的展開方法と「復元力」

ところが、宇野は、弁証法的な展開方法につ

いては「復元力」という概念を用いてマルクス

の弁証法的な叙述方法を踏襲していた。宇野は、

「特殊歴史的性質を有する資本主義社会の分析

による抽象が、再び資本主義社会への復元を求

めるものとしてあらわれる。」として、次のよ

うにいう。

「［142頁］経済学の理論は、すでに述べ

てきたように、マルクスのいわゆる『抽象

的なものから具体的なものへの上向の方

法』によってその体系を展開するのである

が、それは単純に『抽象的なもの』から

『具体的なもの』が理論的に展開されると

いうのではない。『具体的なもの』を予定

しながら行われる『抽象的なものから具体

的なものへの上向の方法』である。『商品』

から始まる、商品・貨幣・資本の流通形態

の展開は、『資本の生産過程』を予定する

『抽象的なもの』の展開にほかならない。

商品の貨幣に対する、また商品と貨幣の資

本に対する関係も同様である。いいかえれ

ば具体的な関係から抽象されたものの復元

である。」（宇野 ［1962年］）

「［35頁］ヨリ単純なる規定は、それ自身

の内にヨリ複雑なる規定の展開力を含蓄し

ているのである。それはいわばかかる復元
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力を有する抽象である。」（宇野弘蔵［1949

年］『資本論の研究』）

ここで、宇野がいっていることは次のような

ことである。上向法は、具体的なものから下向

法的に分析してえられた抽象的なものを出発点

とする。したがって、そのような上向法は具体

的なものを終着点としてあらかじめ予定してい

る。商品に対する貨幣、商品・貨幣に対する資

本、商品・貨幣・資本に対する「資本の生産過

程」のように、原理論における上向法は「具体

的なもの」を予定しながら、具体的な関係から

抽象された規定から具体的な規定を復元してい

く。それは、具体的なもの→（下向法）→抽象

的なもの→（上向法）→具体的なものというよ

うに、具体的なものを復元するものである。そ

れは、いいかえると、抽象的で単純な規定は具

体的で複雑な規定へと展開してゆく「復元力」

を有しているということである。すなわち、

「復元力」とは、より抽象的で単純な規定がも

つとされる、それ自身のうちに含蓄しているよ

り具体的で複雑な規定への展開力である。

４　宇野弘蔵における弁証法理解

それでは、宇野における弁証法理解とはどの

ようなものであったのであろうか。

「［142頁］それ自身に存立し、運動する

対象を、かかるものとして理論的解明の対

象とする経済学の原理論は、その理論的展

［152頁］開自身を弁証法的になさざるを

えないのであって、弁証法的方法に対する

関係は、おそらく他の如何なる分野の学問

体系とも異なるのではないかと考えられる。

それはもはや個々の現象をとってその内に

『量と質』との弁証法がみられるとか、あ

るいはまた『否定の否定』の法則が明らか

にされるとか、というのではない。『商品』

から始まって『諸階級』に終る理論的体系

自身が、弁証法的に展開されるのである。

原理論自身がいわば弁証法の論理学をなす

のである。個々の規定は、論理的展開の例

解としてではなく、経済学の原理的展開自

身が弁証法の論理的展開を与えるといって

よい。弁証法的論理は、自立的運動体の内

部構造を明らかにするものとして体系的に

確立されるのである。」（宇野［1962年］）

「［154頁］それは自然、あるいは社会を

対象とする諸科学の成果を綜合してえられ

る普遍的真理としての弁証法的論理学とい

うようなものではない。むしろ自然と歴史

との成果としての資本主義社会の発展の内

に示される純粋の資本主義社会という自立

的な運動体の内部構造を解明するものとし

ての弁証法である。それはそのまま直ちに

他の諸科学の対象とする諸現象に適用され

るというものではないであろうが、しかし

おそらくは自然の内にあげられた人間の歴

史の成果として、資本主義社会に先立つ諸

社会にはもちろんのこと、自然の発展諸過

程にも、共通する運動体の論理を展開する

ものといってよいのであろう。事実、それ

は対象自身のもつ客観的論理の展開にほか

ならない。私は、かつて経済学の原理論は、

単に対象を模写するのではなく、方法自身

をも模写するものであるといったことがあ

るが（原註 ―― 宇野『「資本論」と社会主

義』226頁）、それは対象の模写が同時に

方法の模写でもあることを意味するものに

ほかならない。」（宇野［1962年］）

すなわち、第一に、資本主義社会というそれ

自身で存立し運動する自立的運動体の内部構造
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を対象として、商品からはじまって諸階級に終

わる理論的体系として明らかにする原理論その

ものが、弁証法的に展開されるものである。第

二に、そのような弁証法的論理の展開は、資本

主義社会という対象自身のもつ客観的論理の展

開であるので、対象の模写が同時に方法（＝弁

証法的論理のことか？）の模写でもある。第三

に、それは、（スターリンが弁証法的唯物論と

して定式化したような）自然科学と社会科学の

成果を綜合してえられる普遍的真理のようなも

のではないが、「おそらくは」資本主義社会だ

けでなく、それに先行する諸社会や自然にも共

通すると「いってよいのであろう」。

このように、三つの部分に宇野のいっている

ことを分解してみても、それぞれの部分が言わ

んとしていることが明確であるわけではない。

まず、第一の部分で、宇野は、原理論体系そ

のものが弁証法的論理であるとしているが、そ

れはどういう意味でなのかについての説明はど

こでもなされていない。それどころか、弁証法

的論理とは何を意味しているのかについても、

宇野はどこを探しても説明してはいない。ある

箇所（『資本論五十年・上』128頁）では、そ

もそも自分はヘーゲルはわからないとも述べて

いる。ところが、わからないが、原理論が弁証

法にあたるかもしれないと述べている。

第二の部分では、資本主義社会という対象自

身のもつ客観的論理の展開を対象として模写す

ることが、同時に、方法の模写でもあると述べ

ている。客観的論理とは原理論であり、それが

弁証法的論理であるとされているのであるから、

模写される「方法」とは、客観的論理＝原理論

＝弁証法的論理ということになる。つまり、宇

野の考える弁証法的論理とは、資本主義社会と

いう対象のもつ客観的論理のことだということ

になる。

第三の部分では、資本主義社会のもつ客観的

論理としての弁証法的論理は、同時に、あらゆ

る社会および自然に共通すると「おそらくは

……いってよいのであろう」ということが、た

だ臆断的にのみいわれているにすぎない。

重要なことは、宇野は、弁証法的論理として

の「方法」とは、それ自身で存立し運動する自

立的運動体のもつ客観的論理であるととらえた

ということである。この客観的論理とは、次の

ようなものである。

「［17頁］経済学がその理論的体系の出発

点とする商品は、事実上は決して完全に資

本主義化されたとはいえない社会の現状か

ら下向してえた抽象概念であったとしても、

前にも述べたように資本主義の発展自身が

労働の単純化とともに労働力の商品化の一

般的基礎を確立し、純粋の資本主義社会実

現の方向に進みつつあり、しかもかかる発

展を自らの力によってなす、いわば自立的

な商品社会であることを示すのであって、

一社会を形成する具体的諸関係をも商品形

態それ自身の内にvoraussetzenするものと

なすことができるのであった。理論的体系

は、かくしてその出発点のvoraussetzenす

る具体的関係をそれ自身の展開の内に

setzenしてその体系を完結することになる

のである。」（宇野弘蔵［1956年］）

すなわち、商品という抽象概念は、それ自身

のうちに純粋資本主義的な一社会を形成してゆ

く傾向という具体的関係を前提voraussetzenし

ながら、そのような前提となる具体的関係その

ものを概念的に把握する体系の完結にまで措定

setzenしていく出発点となるものである。

これは、もちろん、マルクスのいう上向法の

方法にほかならない。つまり、宇野は、マルク

スのいう上向法の方法のことを、客観的論理と
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しての弁証法的論理であり、対象と同時に模写

される「方法」だと考えていたのである。

これは大変に興味深いことである。ヘーゲル

の提起した弁証法とは、経験的対象の総体とし

ての全世界の認識だけでなく、全世界に含まれ

る認識主体と認識過程そのものの超越論的認識

をも含んだものとして概念的把握を行うという

方法であった。

また、マルクスは、「経済学の方法」におい

て、上向法という独自の観点の弁証法を展開し

ていた。そこには、『精神現象学』や「概念論」

の要素が、つまり、認識主体と認識対象との弁

証法的論理の要素が取り上げられている。すな

わち、マルクスは、資本主義社会のような特定

の経験的対象に関して、その認識過程（下向的

分析 -上向的総合）の超越論的認識をも含んだ

概念的把握を行うという方法を示唆していたの

であった。マルクスの場合には、ヘーゲルのよ

うに全世界を対象としていたわけではないので、

認識主体まで包含されるというわけにはいかな

かったのである。

しかしながら、この要素は、マルクス学派の

なかで十分に位置づけられてはこなかった。エ

ンゲルス、レーニン、スターリンにおいては、

認識主体や認識過程の問題は欠落していて、も

っぱら客観的対象のもつ関係、過程にかんする

要素に限定されてしまっていた。量質転化、対

立の統一、否定の否定がそれである。ヘーゲル

の弁証法的論理学の前提は、カントの二律背反

論にある。マルクスは価値形態論の論理構造に

おいて、このアンチノミー＝ディアレクティー

クをみいだしたのである。これらは、エンゲル

ス、レーニン、スターリンらによって、量質転

化、対立の統一、否定の否定として定式化され

たものである。だが、そこにおいては、ヘーゲ

ルにおける『精神現象学』や「概念論」の要素

が欠落していたのであった。

宇野は、マルクスにおける上向法の要素こそ

弁証法的論理であると考えたということになる。

しかし、もちろん、これらは二者択一の関係に

あるのではなく、総合的にとらえ返されるべき

ものであった。宇野の弁証法理解は、せっかく

上向法の重要性に着眼しながら、上向法だけが

弁証法的論理であるかのように限定してしまっ

た点にその狭さがあったといわなければならな

い。

このように、宇野は、ヘーゲル哲学的な方法

論にかんしては一面的な理解しか示していなか

った。そのため、一方では、量質転化、対立の

統一、否定の否定、二律背反に関わる弁証法的

な論理を、安易にマジカル・ワードのように振

りかざすことを否定し、純粋資本主義社会は

「永久に循環するかのように」とらえられるべ

きであるとされた。この側面では、宇野原理論

は定常的な構造を理念型的に分析する方法論で

あった。

ところが、他方では、宇野原理論においても、

「復元力」のようなかたちで弁証法的な概念生

成論が含まれていた。

その結果、宇野原理論は、定常的な構造の理

念型的な分析と、弁証法的な概念生成論とが合

成された方法論となっていたのである。

マルクスの『資本論』体系においては、歴史

＝論理説がとられていたから、歴史的実在物と

しての19世紀中葉イギリス=世界資本主義社

会の構造が終極点として前提されていた。した

がって、概念生成によって再構成されるのは、

この実在したイギリス資本主義社会の概念的把

握にほかならなかった。しかし、宇野は上向法

の終着点は現実の19世紀中葉イギリス=世界

資本主義社会の構造ではなく、純粋資本主義社

会であるとした。そのため、「歴史＝論理説」

はしりぞけられ、「永久に循環するかの如き」

論理体系だけが、抽象的なものから具体的なも
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のへと復元されていくというのであった1）。

５　小括

マルクスは、周知の通り、経済学批判の叙述

方法として弁証法的な上向法と歴史＝論理説を

採用した。これに対して、宇野弘蔵はマルクス

の上向法を、19世紀中葉のイギリス資本主義

社会を終着点とするものとした点で批判し、19

世紀中葉なり21世紀初頭なりの特定の歴史的

時点とは異なる純粋資本主義社会を終着点とす

べきとした。また、マルクスがとっていた歴史

＝論理説は全面的にしりぞけ原理論は「永久に

循環するかの如き」ものとして説くものとした。

そうすることによって、宇野は、純粋資本主義

社会を概念的に再構成していく論理的な過程と

して原理論を位置づけ、その限りにおいて弁証

法的な上向法を採用したのであった。他方、宇

野の弁証法理解は、上向法だけが弁証法的論理

だとするかたちで狭められた理解がなされてい

たことに特徴があった。

第２節　�山口重克の「分化発生論」に
ついて

１　山口重克の宇野方法論批判

山口重克は、商品が貨幣、資本へと復元して

ゆく「復元力」をもつという宇野弘蔵の考え方

について批判している。

「［9頁］復元論は、一見したところ、対

象の論理にまかせた、受身的かつ客観的展

開のようにみえるかもしれない。そこでは

分析者は没主体的な、しかしなぜか全能の

第三者一般として、対象の論理を正確に知

悉しているかのごとく、あるいは対象の論

理の自己展開を受動的に模写しているだけ

であるかのごとく振る舞うからである。し

かし、対象ないし目標設定自体のなかに実

は分析者のイニシアティヴがあらかじめ埋

め込まれているのであって、復元論であれ

ば恣意性を免れうるということにはならな

いのである。

貨幣発生の論理を例にとってみよう。原

理論が理論的な再構成の対象としている資

本主義的市場経済には貨幣が現実に存在し、

むしろ商品は貨幣によって商品たりえてい

るとさえみえる。……復元論というのはこ

のように考えて、このあるべきものがない

という無理、［10頁］あるいは到達点ない

し完成態と対比してみた場合の不十分性を

動力にして、貨幣を復元的に展開しようと

いう考え方であるといってよい。……しか

しこれは一種の循環論証である。

貨幣にかぎらず、一般的に、すべて現実

に存在するものは存在しなければならない

ものとして、抽象的規定に復元力を埋め込

むことは、こうして実は分析者の現実肯定

的な、現実合理化の思惟を埋め込む可能性

のあることであり、したがって復元力を動

力にして論理を展開することは、商品経済

の論理を超えた分析者自身の論理ないし要

請を展開しているにすぎないことがありう

るのである。」（山口重克［1984年］「経済

的諸関係と行動主体」）

山口によると「復元力」とは、「すべて現実

に存在するものは存在しなければならないもの

として」、分析者によってあらかじめ抽象的規

定に埋め込まれたものであり、そこにおいて分

析者の恣意性を免れうるものではないという。

また、「これは一種の循環論証である」という。

このように山口が宇野の「復元力」という考

え方を批判したことには、のちにみるように、

みずからの分化発生論という方法論を対置する
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とともに、純粋に商品経済の論理だけで展開さ

れる諸要素と、歴史・制度的なものと混合した

諸要素 ――私的所有制度、金貨幣、中央銀行

など―― とをより厳密にふるいに掛ける積極

的な意図があったことは高く評価される。とは

いえ、ここでの宇野「復元力」論への批判の仕

方そのものは、十分に説得的なものとはいえな

い。

まず、「これは一種の循環論証である」とい

うが、循環論証とは、「AであるからBである」

と述べながら、同時に、「AであるのはBだか

らである」と述べることであろう。これはたし

かに、ある種の価値形態論の解釈にみられるよ

うな、商品があるのは貨幣があるからであり、

貨幣があるのは商品があるからであるという相

互規定的な共時的構造を、発生論的な通時的関

係と見誤るような曲解についてはあてはまるか

もしれない。

しかしながら、マルクス、宇野が考えている

ことは、具体的現実の静態構造を下向法的に分

析し、その結果得られた最も抽象的で単純な規

定から、今度は上向法的に具体的現実の静態構

造を概念的に把握していくという方法論である。

そのような場合に、具体的現実の静態構造が

「予定」されており、そうした具体的規定へと

復元していくという言い方は循環論証というわ

けではないであろう。

山口は、「すべて現実に存在するものは存在

しなければならないものとして」復元されなけ

ればならないかのように批判している。しかし、

すでにみたように、宇野が「復元力」について

述べているところでは、具体的関係とは、それ

自体が純粋化傾向によって自立的な運動法則を

展開するものへと濾過されつつあるような、き

わめて特殊歴史的な具体的関係であるとされて

いる。それは、宇野の考えにおいては－－ヘー

ゲル、マルクスとは異なり－－、「すべて現実

に存在するもの」などではない。封建制的社会

関係、重商主義国家、帝国主義国家、戦前日本

資本主義、等々は、現実に存在したものだが、

そのようなものが原理論的な復元の対象となる

とは考えられてはいなかったことが、ヘーゲル、

マルクスと宇野の方法論を分かつ決定的な点で

あったことはすでにみたとおりである。

しかし、山口が、「復元論であれば恣意性を

免れうるということにはならない」、「商品経済

の論理を超えた分析者自身の論理ないし要請を

展開しているにすぎないことがありうる」とい

うことを強調したことにも根拠があった。それ

は、宇野の考え方においては、純粋化傾向は途

中で鈍化・逆転してしまったにもかかわらず、

その傾向を延長した極限に純粋資本主義社会を

想定するということになっていたからである。

したがって、傾向の極限を想定するという部分

においては、宇野という分析者の主観的恣意が

排除できない論理構造となっていたからである。

その問題は、宇野以降、具体的には、金貨幣、

中央銀行、株式会社制度、激発性の周期的恐慌、

等々のような19世紀中葉の歴史的刻印を色濃

く受けた対象は原理論で扱えるか否か、という

かたちで浮上してくることとなったものである。

このような純粋化傾向論における後半部分の

主観的恣意性にたいして、山口のように商品経

済の論理の徹底をもとめるということは、一つ

のありうべき問題提起であったと考えられる。

だが、山口は、一方で、純粋化傾向論そのもの

を否定する志向性をもっていたために、そもそ

もの純粋化傾向論の論理構造をここでは看過し

てしまい、「復元力」とは、「すべて現実に存在

するものは存在しなければならない」論理であ

るかのような批判の仕方をしてしまったのであ

ろう2）。

とはいえ、山口がこのような批判を行ったこ

とには次のような理論的な意義があったと考え
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ることができる。すなわち、マルクスの方法論

に遡っていえば、商品から貨幣、商品・貨幣か

ら資本、商品・貨幣・資本から「資本の生産過

程」といった論理展開において、必ずしも十分

に下向法的分析が尽くされているとはいえなか

った。そのため、マルクスにおいては、弁証法

的叙述方法の装いのもとに、詭弁的な論法で誤

魔化しているところが多々残されていた。

たしかに、宇野は、そうしたマルクスにおけ

る曖昧な箇所を論理的に純化することに貢献し

た。しかしながら、その宇野による独特の方法

論でいえば、客観的に実在したとされる純粋化

傾向を極限まで延長させる局面において、主観

的恣意性が残らざるをえなかったのであった。

そのため、「すべて」ではないまでも、金貨幣

や中央銀行、激発性恐慌など、「現実に存在す

るものは存在しなければならない」ようなこと

になってしまったのであった。

このような欠落を補うために、山口は、形式

論理的な（弁証法論理的でないという意味で）

発生論を徹底することによって、原理論におい

て商品経済の論理だけで展開できる諸要素と展

開できない諸要素とを明確化することを図った

のであった。

ただし、その際、山口は、弁証法や「復元

力」という考え方そのものを否定的にとらえて

しまっていた。だがしかし、そうではなくそれ

らは有機的な連関にあるものとしてとらえ返さ

れるべきものと考えられるのである。

２　山口重克における当事者行動論と分化発生論

山口原理論の方法論は、諸々の「個人」が効

用最大化・費用最小化や効率性をもとめる行動

によって、商品、貨幣、資本といった流通形態

や、商業資本、銀行資本、証券業資本といった

競争機構の生成、さらには景気循環のような運

動メカニズムをとらえようとするものである。

そのような方法論は、当事者行動論と分化発生

論というかたちで定式化されていったといえる

が、山口［1977年 a］においては、競争論的・

機構論的観点という言い方がなされていた。

「［86頁］物神性論を主軸にした展開に転

じたことによって、商業資本論と株式資本

論は、現実的な市場機構論としての展開を

阻害されることになっているとみうるので

ある。競争論的・機構論的観点が消極化し

てしまっているのであり、この点に、原理

論と段階論との関連ないし原理論の分析基

準としての具体的な使い方の考究を困難に

している大きな原因があるように考えられ

るのであるが、どうであろうか。」（山口重

克［1977年 a］「宇野理論の成果と残され

た課題」）

また、山口［1977年b］・［1980年］において

は、競争論的観点という言い方がなされている。

「［107頁］こうして要するに、宇野の『分

配論』は、競争論的観点を積極的に導入し

て利潤論を整備し、市場価値論、資本過剰

論の明確化を果たすとともに、利子論にお

ける信用制度論の展開によって、一般的利

潤率形成の、すなわち資本主義的な社会的

生産の均衡編成の、現実的機構としての貨

幣市場機構の原理的展開を果たし、それを

もって景気循環の具体的過程の原理的規定

をも果たしえたのであったが、それにもか

かわらず他方では、物神性論的観点の交錯

によって、商業資本によって担当される商

［108頁］品市場機構についての考察は不

徹底に終わり、資本市場機構の原理的考察

にいたっては皆無という状態で終わること

になっているわけである。」（山口重克
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［1977年b］「経済学における自立の論理と

完結性」）

「［47頁］ここには、資本主義的な社会的

生産の均衡編成は不断の市場価格変動を媒

介にして実現され、しかもこの編成過程は

資本に特有の形態にもとづく競争の過程と

して現実化されるという点が明らかにされ

ているのであり、この問題を積極的に導入

して考察している点が第一、第二巻にたい

する第三巻の方法上の観点の独自性をなす

とみてよいであろう。／この競争論的観点

が、第三巻の基本的な、そして第三巻に独

自的な観点といってよいのである……。」

（山口重克［1980年］「『資本論』の方法」）

しかしまた、比較的早い時期に、「分化論」

が用いられている箇所もあった。

「［15頁］［『資本論』における－－引用者

注］商業資本の展開の仕方は、商業資本を

産業資本の一部分形態が転化・独立したも

のとみる考え方によ［16頁］るものであり、

分化論とでもいうべき一種の発生論の方法

による展開であるということができる。も

ちろん、これは歴史的な発生論ではない。」

（山口重克［1976年 a/b］「商業資本論と競

争論（1） （2）」）

つまり、山口［1976年 a / b］においては、

『資本論』における商業資本論において、歴史

的な発生論とは異なるところの、「分化論とで

もいうべき一種の発生論の方法」がとられてい

ることが、さしあたり商業資本論に限定されて

だが、指摘されていた。そこでは、産業資本か

ら商業資本が分化してくる論理は、個別的な諸

資本の競争行動をつうじて市場機構が分化し発

生する論理としてとらえられていたのであった。

ところが、1980年代にはいると価値形態論

に関しても発生論という観点が語られるように

なる。

「［26頁］『資本論』で発生論的論理の展

開が志向されているもっとも典型的な個所

は第一巻の価値形態論であろう。第［27

頁］三巻では商業資本論に発生論的に説い

ているところが部分的にみられるが、きわ

めて不十分で徹底していない。利子論にな

ると、そのような方法は部分的にもみられ

ない。それにたいして、宇野は、利子論に

この発生論的方法を適用し、利潤論で展開

された諸個別産業資本の競争関係の内部か

ら個別産業資本の極大化行動を動力にして

商業信用関係が発生し、商業信用関係を基

礎に［19頁］して銀行資本と銀行信用関

係が発生し、諸個別資本間の関係から中央

銀行が発生するという方法によって信用制

度ないし貨幣市場を展開しようとしている

とみうるのである。」（山口重克［1981年］

「戦後日本の『資本論』研究と宇野理論」）

このように山口［1981年］においては、『資

本論』において発生論的論理がもっとも典型的

に志向されているのは第一巻の価値形態論であ

り、第三巻においては発生論的論理は商業資本

論に部分的にみられるにすぎず利子論にはまっ

たくみられないとしている。それに対して、宇

野においては、利子論においても商業信用、銀

行信用が発生論的論理で展開されているとみら

れうると指摘している。すなわち、『資本論』

第一巻の価値形態論からみるときには、分化と

いう概念が使いにくいので、発生という概念に

よって商業資本論、商業信用論、銀行信用論が

一貫してとらえられようとしているといえよう。
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さらに80年代半ばになると、山口は、個別

的な経済主体による当事者行動論的アプローチ

ということを主張するようになる。

「［7頁］ここで物神性論者の議論 ――具

体的には廣松渉や高橋洋児らの著作が念頭

にあるのだが―― によく見受けられる分

析者ないし観察者の立場と当事者の立場と

いう二分法を使って問題をもう少し敷衍し

てみよう。……［8頁］分析者は当事者の

行動をいわば模写するにすぎないといって

よいが、しかし当事者自体は原理論的世界

で行動するだけで、原理論を展開するわけ

ではない。……分析者が、その理論的関心

にしたがってたとえば貨幣なり株式会社な

りを対象としてとりあげ、それをたとえば

行動論的発生論的アプローチによって展開

しようと決定するのである。」（山口重克

［1984年］「経済的諸関係と行動主体」）

このように、山口［1984年］においては、

競争論は機構論的な観点よりも、当事者行動論

という観点が強調されるようになっている3）。

翌1985年の『経済原論講義』に至って、つ

いに分化という概念と発生という概念を並列し

た「分化発生論」という方法論が原理論の第一

篇と第三篇を貫くものとして提示されることと

なった。

「［11頁］資本家と資本は貨幣所有者と貨

幣を前提し、貨幣所有者と貨幣は商品所有

者と商品を前提する。これらの三つの流通

主体と流通形態は、こうして共時的に存在

して商品流通世界を構成している。しかし、

それぞれ前者の関係は後者の関係を前提す

るだけでなく、同時に後者の特殊な一関係

としてその内部から分化・発生してくると

いう立体的な、［12頁］有機的関連にある

のである。

商品流通世界のこのような構造は、横の

等位連関的なものにせよ縦の層次構造的な

ものにせよ、流通主体の行動によって形成

される。この流通主体の行動はきわめて単

純明快な行動原則によっている。すなわち、

できるだけ有利な交換を行う、できるだけ

安く買う、できるだけ高く売る、できるだ

け利潤を増大させる……といった商品経済

的利益の最大化がそれである。いわゆる

『経済人』的効率化行動といってよいであ

ろう。ただ、原則は単純でも、具体的な行

動となると、商品流通世界について入手し

うる情報が完全なものではないため、現在

の状況判断なり将来の予想なりは流通主体

によって個々バラバラになり、個々の流通

主体の行動は不均質で不確定なものになる。

このような個別主体の行動の集合体として

の無政府的な市場経済は、こうしてそれ自

体としては不断に不確定的な変動を行うき

わめて不安定なシステムとして措定される

のである。」（山口重克［1985年］『経済原

論講義』）

山口［1985年］においては、商品所有者と

商品はどこからも発生してくるものではなく、

はじめから所与の前提として存在しているもの

とされる点は一つの特徴をなしている。近代的

な私的所有制度やそれを支える国家、法律が前

提されているのかどうかはかならずしも明示的

ではない。しかし、いずれにせよ、商品所有者

と商品から貨幣所有者と貨幣、資本家と資本、

等々が次々と「分化・発生」してくるとされる

のである。

このように、商品所有者の行動によって貨幣、

資本が分化・発生していく過程を追跡すること
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によって、最終的には、宇野の場合と近似的な

純粋資本主義社会に辿り着くことができると山

口は考えていたものと思われる。そこでは、宇

野のように「復元力」という概念はなんら必要

がないとされたのであった。

ただし、純粋化傾向論を採用しない山口の場

合には、商品経済の論理だけを取り扱うことは

分析者の恣意的な選択とならざるをえない。あ

らゆる人間行為、公共選択にまで合理的選択を

拡張できるとする新オーストリア学派や新古典

派のような立論に対して、宇野原理論であれば、

純粋化傾向論によって批判することは可能であ

った。しかし、後に検討するように山口原理論

においては、なぜ、あらゆる人間行為、組織活

動、公共選択にまで合理的選択を拡張してはな

らないのかを、分析者の恣意的な選択以外の合

理的な理由によって説明することは困難となる

という問題を孕んでいたのであった。

３　�分化論的観点、発生論的観点、競争論的観

点、当事者行動論的観点

このように、山口の方法論とは、『資本論』

に混在していたさまざまな方法論のなかから、

分化論的観点、発生論的観点、競争論的観点、

当事者行動論的観点を、マルクス、宇野の混沌

とした弁証法的論理、上向法的体系のうちから

純化してとりだそうとしたものにほかならなか

ったのである。

その際、山口は、分化論的観点、発生論的観

点、競争論的観点、当事者行動論的観点を、分

化と発生を並列した「分化発生論」という観点

のもとに収束させようとしたのであった。

だが、しかし、分化論的観点、発生論的観点、

競争論的観点、当事者行動論的観点は、それぞ

れそのまま統合できるような同質的な観点なの

であろうか。山口は、それらの諸観点がもって

いる差異を十分に腑分けするまでには至らず、

それらを「分化発生論」という観点のもとに収

束させてしまっているのではないだろうか。し

かし、それらは、はたして「分化発生論」とし

て統合されることが妥当であったのであろうか。

まず、分化論的観点と発生論的観点からみて
いこう。

分化と発生を並列して「分化発生論」と呼ぶ

ときには、生物学で用いられる分化・発生とい

う概念が明示的に参照されるべきものとなって

いる。ところで、生物学でいう発生とは、遺伝

子にプログラムされた完成型が発現すべく卵、

胚から細胞群、諸器官、諸組織までの全過程に

みられる変化で、そのなかには細胞や組織の分

化という現象も含むとされる。

したがって、分化発生論といったときには、

個体発生における諸器官の単系列的な分化と発

生に即した考え方であるということができよう。

それは、いわば個体発生論である。個体の細胞

群や諸器官の分化発生を取り扱うかぎりでは、

それは単系的な論理となる。またそれは、個体

の完成型は基本的に遺伝子にプログラムされて

いるものである。

つまり、「分化発生論」という比喩的表現は、

社会を一個体としての有機体とみなす社会有機

体論的な仮説にこそふさわしいもののようであ

る。その意味では、それは山口方法論が強調し

た当事者行動論的観点にとっては、ミス・リー

ディングな比喩的表現であったといわなければ

ならないであろう。

他方、分化に対して、進化ということばは、

個体レベルではなく複数の個体からなる種のレ

ベルで起こる変化をさしている。また、おそら

く種の進化にはあらかじめプログラムされた完

成型というものは存在していないと考えられる。

たとえば、分化と進化の関係は次のように説明

される。
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「生物はまた循環し続けて同一性を保ちつ

つ、徐々に変化するという不思議な性質を

もつ。細胞や個体レベルでは、これは分化、

発生、老化と呼ばれる現象を帰結し、世代

交代や生態系のレベルでは進化という現象

を帰結する。」（池田清彦［2004年］）

ここでは分化・発生・老化は個体発生に、発

生・進化はいわゆる系統発生に対応すると説明

されている。これによれば分化論的観点は、個

体としてとらえられた機構、制度、社会有機体

が、それ自体の細胞群、諸器官、諸細胞を分

化・発生させてゆくというとらえ方に相応しい

比喩的表現である。それに対して、発生論的観

点は、個別的な経済主体の行動から機構、制度、

社会が発生・進化してゆくというとらえ方に相

応しい比喩的表現であるということができる。

実際、山口［1984年］で提起された当事者

主体の競争行動論的な観点を徹底するならば、

「機構」が主体として「分化」するという「分

化発生論」ではなく、「経済主体」の競争行動

が意図せざる結果としてさまざまな「機構」、

「制度」を「発生」させ、「自然選択」による

「進化」と「多様化」をもたらす「発生・進化

論」となるべきであったであろう。

このようにみてくると、系統発生的に発生・

進化したさまざまな生物種（微生物、植物、動

物）が相互作用的に形成する生態系をとらえる

ことに類比させて、むしろ「発生・進化論」と

いう比喩的表現を用いることのほうが適切であ

ると考えられる。そうすることによって、制度、

社会システムそのものが多様化する過程をメ

タ・レベルから理論的に把握する原理論の可能

性も開けてくるであろう。それは個体発生にお

ける諸器官の分化発生論ではなく、いわば系統

発生における諸生物の発生進化論になぞらえら

れるべきものとなるのである。

次に、競争論的観点、当事者行動論的観点と
は、無数の利己的、合理的、功利的な身体的個

体性の群れが行動することから、諸機構、諸制

度が生成進化する過程をとらえようとする方法

論である。それは、諸個体およびそれらの複数

性を出発点としているものである。

当事者行動論的観点と競争論的観点とは、と

もに個別的な経済主体の行動論的アプローチと

いう意味では共通している。だが、前者はより

抽象度が高く、競争行動以外のあらゆる個別的

な人間行為 ――判断、私的選択、交換、消費、

貯蓄、投資、公共選択、等々―― を含みうる

ものである。つまり、両者は抽象度が異なって

いるのである。当事者行動論的観点は、諸資本

の競争というような具体的な場面において競争

論的観点となるという関係にある。

言い換えると、当事者行動論的観点は競争論

的観点を包含する関係にあるといってよいであ

ろう。

そこで次に項を改めて、当事者行動論的観点

における方法論的個人主義の諸問題について考

察しておくことにしよう。

４　�当事者行動論的観点における方法論的「個

体」主義の多義性

当事者行動論的観点は、いわば方法論的個人

主義といってよいものであった。

もちろん、「方法論的」に個人主義をとると

いうことは、あくまでも思考実験のモデルとし

て合理的経済人としての個人をエージェントと

してシミュレーションを行うということ以上で

も以下でもない。それは政治思想的な価値観と

しての個人主義的自由主義にたいする態度決定

とは独立的なものである。

また、方法論的個人主義ははじめから限定的

な角度から分析的に人間社会の一端をとらえる
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ことができると考えているにすぎない。自己の

利益を追求する資本主義的な商品経済において

は、このような方法論の有効性はとりわけ大き

くなるといえる。このような考え方は、あくま

でも方法論的個人主義によって解明できる事柄

を解明し尽くしたうえで、解明しきれない領域

については他の方法論を用いるべきだと考える

ものである。方法論的個人主義はそれ以外の方

法論と併せ用いられることによって、はじめて

有益な知見が得られるものである。

それでは、方法論的個人主義が有効な社会構

成はどのようなものか。これについては二つの

レベルを区別しなくてはならない。

第一に、英米仏なかでも米国において先鋭的

に発展した近代個人主義的な社会構成について

は、方法論的個人主義はきわめてよくあてはま

る。しかしながら、それ以外の社会構成におい

ては、方法論的個人主義では分析しにくい領域

が存在している。もちろん、英仏においてもそ

うした領域は存在しているし、米国においても

100％が方法論的個人主義で説明しきれるわけ

ではないであろう。

第二に、それでは、そのように政治思想的価

値観の個人主義によって構成された近代個人主

義社会以外の社会的な諸領域においては、方法

論的個人主義はまったく適用できないのかとい

うと、必ずしもそうとはいえない。共同体的な

社会構成に属している人間も、身体的に諸個体

からなっている以上、程度の差はあれ方法論的

個人主義が有効な部分が皆無とはいえないから

である。とはいえ、それはあくまでも部分的な

有効性にとどまるものである。

以上のように二つのレベルを区別して考える

ことは、方法論的個人主義の適用対象となりや

すい近代個人主義社会そのものが、特殊歴史性

をもっていると考えることである。すなわち、

政治思想的な価値観としての個人主義的自由主

義が正統性をもった体制的な支配イデオロギー

として多くの社会の成員に共有されているよう

な社会構成である。

とはいえ、政治的価値観としての個人主義が

生活者の日常感覚にまで深く根を下ろしてしま

っている英米系で発達した近代経済学や機能主

義的社会学においては、「個人」なるものを歴

史的に相対化する視点そのものが失われてしま

っていることはいうまでもないことである4）。

以上においては、方法論的個人主義において

「個人」という概念は自明のように取り扱われ

てきたが、実際には、身体的個体性としての

「個体」と、近代個人主義的社会における「個

人」とは、論理的な次元あるいは歴史的な属性

が異なっている。

ここでは作業仮説として、ヘーゲル『歴史哲

学』からの示唆にもとづいて、大雑把に身体的

個体性、ローマ法的私有主体、プロテスタント

的内面性を三つの歴史的地層としてみることに

しよう。（拙著『段階論の研究』〔1998年〕289-

299頁、参照。）

身体的個体性とは、生物としてのヒトのもつ

身体としての個体性のことである。しかし、生

物学的にみても社会学・人類学的にみてもヒト

は血縁的な社会関係のなかで生まれ成長する存

在である。その意味で、身体的個体性は無から

生ずるかのような個体としてあるわけではない。

そのため、原始未開から農耕文明の初期段階ま

で、ヒトの身体的個体性は血縁中心の氏族社会

的な規模から部族社会的な規模にいたるまでの

共同体的な社会関係･文化規範によって、共同

体の有機体的な一分肢として成型されてきたの

であった。

ところが、古代ローマ帝国の社会構成におい

ては、個々の家父長がばらばらの私的所有主体

にまで解体し尽くされた。そのような私的所有

の社会において成立したのがローマ法体系であ
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った。このようなローマ法的な社会構成が成立

するには、古代都市国家の崩壊過程が前段階と

してあった。ギリシアであれローマであれ、あ

るいはゲルマンであれ、部族社会の段階から、

それが崩壊して私的所有主体からなる商品･貨

幣経済社会への変容を経験してきたのであった。

ローマ法的私有主体は、ヘーゲル『歴史哲

学』によれば、外面的な社会的規範による成型

は受けていたが、内面的な価値規範はまったく

空虚であったとされる。そして、キリスト教は

そのような社会において必然的に生み出された

のであるが、実際にそれが社会の構成員の間に

浸透するまでには千五百年もの年月を要したと

している。ヘーゲルによれば、16世紀になっ

てルターの宗教改革がおこり、一人一人が直接

に聖書の言葉に向き合うとするプロテスタント

の登場によって、ついに外面的な私的所有主体

に内面的な精神世界が存在する近代西欧的な特

殊な存在様式としての「個人」が成立したので

ある。

そこで、ひとくちに方法論的「個人」主義を

とるといっても、「個人」のレベルをどのよう

な歴史性を帯びたものとして設定するかによっ

ておのずと異なる論理的展開になってしまうで

あろう。英米系の社会科学における方法論的

「個人」主義が、往々にして近代西欧的な歴史

性を無自覚のうちに前提としまっているのはそ

のためであろう。

そのような意味では、ホッブスの自然状態の

想定は、あらゆる歴史性を捨象するという徹底

性をもったものであり、ロック以来の英米系の

方法論的「個人」主義とは異質なものである5）。

しかしながら、もし経済学原理論においても、

このような徹底した無規定的な個体を方法論的

な起点におくとすると、それはそれで特定の歴

史性によって限定づけられないことの反面とし

て、さまざまな諸問題が生ずることになる。

たとえば、無規定的な諸個体はあらゆる自由

を制限されていない以上、掠奪の自由も自然権

として保有していることになる。そうした場合、

商品交換をおこなうか、掠奪を行うかも、その

都度の選択の問題に入ってきてしまうことにな

る。また、そうした自然状態からは、ホッブス

がしたように、諸個体の利己的かつ合理的な判

断をつうじた利他的とみえる行動、ひいては国

家、法律、諸制度の社会契約へと論理展開する

こともできてしまうことになる。

無制限に自由な環境－－ホッブス的な掠奪の

自由な世界に放置された自然状態－－におかれ

た純粋に利己的、合理的、功利的な身体的個体

性の行動は、一方で、なんらかの形態をとった

法治国家にいたるさまざまなルールによって制

限された自由の状態への移行をもたらすであろ

う。なんらかの形態をもった法治国家のもとで

の社会状態には、君主制／共和制／民主制、奴

隷制／農奴制、中央集権制／封建制、等々があ

りうる。専制という概念は、法治主義を逸脱し

た国家権力が社会全体にたいして正統的な権威

によらずに暴力的な支配を行う状態を意味して

いる。

同様に、純粋に自由な資本主義的商品経済に

おける競争は、やがて寡占・独占状態をもたら

す場合がある。このような場合には、自由な経

済活動に参加できる資本企業の数が制限された

ものとなる。それにたいして、法治国家の権力

を発動させて、独占禁止法制によってこのよう

な寡占・独占状態を排除し、競争が有効に行わ

れる状態を維持しようとする経済政策がとられ

ることにもなる。いずれにせよ、商品経済主体

の無制限に自由な行動そのものが生み出す、制

限された自由の状態ということになる。

山口の場合は、あらかじめ原理論を純粋資本

主義的な商品経済を対象とするものとして範囲

を限定している。しかし、その場合、自由な商
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品経済主体の行動が、非商品経済的な外部性や

公共性の問題に行き当たると、結局のところ、

観察者が恣意的な操作を加えて、そこから先は

原理論の対象ではないものとして展開を区切る

ことにならざるをえないわけである。

つまり、もし、利己的、合理的、功利的な身

体的個体性が快／不快原則にもとづいて、純粋

に効用最大化・費用最小、効率性の追求だけを

行動原則として行動すれば、交換の利益だけを

追求する商品経済を展開することに自足してい

るとは限らない。そのような交換の利益そのも

のを可能とするような法治国家的なルールの枠

組みをはじめ、さまざまな公共性や経済政策と、

それらを担う国家権力とその官僚機構やその行

為規範である慣習、倫理、さらには法律といっ

たルールを要請するようになる。

しかし、そのような局面に至ると山口原理論

の方法は、観察者が当事者的主体の行動の追跡

を取りやめることにしてしまうのである6）。

このように、方法論的「個体」主義の問題は、

原理論を純粋資本主義的な商品経済の原理論に

自己限定しておくことの意味を問い直すもので

ある。すなわち、経済学原理論は純粋資本主義

的な商品経済だけを対象とするということが、

そのままでは維持できなくなるのではないかと

いうことである。

経済主体の自由な行動によって、寡占・独占

がでてきたり、それを規制する法律・政策が要

請されたりする。同様にして、貨幣制度、中央

銀行制度、株式会社制度、社会福祉制度などが

特定の法律によって制度化されたものとなるこ

とも起こる。

マルクスの場合には、具体的な19世紀中葉

のイギリス資本主義社会を前提として、その構

造的全体性を「歴史＝論理説」的に、弁証法的

な概念生成論を用いながら、単純な抽象的概念

から複雑な具体的概念へと上向法的に再構成し

てゆくという叙述方法がとられていたのであっ

た。したがって、ピール銀行条例のもとでの金

本位制、イングランド銀行制度、株式会社立法、

救貧法・工場法、等々が歴史的な前提とされて

いたのであった。

それにたいして、宇野原理論の場合には、

「歴史＝論理説」を否定したので、そのような

歴史的な諸条件の位置づけは曖昧なものとなっ

た。そこで、宇野以降、それらの歴史的諸条件

を原理論でどのように扱うべきかが論争となっ

た。その一つの解決法として、山口のように、

国家による立法を必要とする諸制度については、

原理論ではいっさい取り扱わないという考え方

が提起されたのであった。

これはこれで首尾一貫した考え方である。し

かしながら、純粋に利己的、合理的、功利的な

行動原則にもとづく身体的個体性が、無制限に

自由な自然状態から経済行動を展開した場合で

も、結果的に、自由をさまざまなかたちで制限

する状況が生みだされてしまうのである。

このことからさらに、次のようなことも問題

となってきてしまう。すなわち、経済学原理論

が対象としているのは純粋資本主義社会であり、

その機構があたかも「永久に循環するかのよう

な」構造を分析するのだとされてきたのである

が、そのような考え方が成り立たなくなってし

まうということである。なぜなら、自由な経済

活動が制限され、制限のされ方によってさまざ

まな制度が形成されることによって、純粋資本

主義社会の機構、構造にも変容がもたらされて

ゆくからである。

たとえば、中央銀行制度が確立されて中央銀

行による金融政策が景気循環を抑制する方向で

行われるようになると、19世紀的な周期的恐

慌が発生する条件の一つが解除されることにな

る。

従来は、このようなことは原理論の対象外の
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具体的な歴史の問題として、ブラックボックス

に入れられてきた。だが、方法論的「個体」主

義にもとづくシミュレーションを行う限りでは、

具体的な歴史とは異なる抽象的な思考実験の次

元において、これらのさまざまな制度的変容に

よって、純粋資本主義社会の諸機構そのものが

変容してしまうという可能性を排除することは

できなくなってしまうのである。

５　機構論的観点における静態論と動態論

次に機構論的観点について考察してみよう。

機構論的観点は、山口の場合、商業資本的な市

場機構の分化にみられるように、分化論、発生

論と一体でとらえられていたといってよい。だ

が、機構論的観点それ自体は、静態的な共時構

造、存立構造の分析論でもありうるであろう。

つまり、機構論的観点といったときには、動態

的な分化論的観点や発生論的観点と結びけられ

る場合と、静態的な共時構造、存立構造の分析

論の観点と結びつけられる場合とがありうる。

ということは、山口の機構論的観点においては、

動態的な発生過程論と、静態的な共時構造、存

立構造の分析論の観点とが未分化となっていた

ということである。

宇野原理論においては、純粋資本主義社会を

「永久に循環するかのように」とらえて静態的

に分析している。それはいうなれば、純粋資本

主義社会を静態的な共時構造、存立構造の分析

論の観点からとらえようとする考え方である。

宇野において、一方におけるこのような考え

方と、他方における抽象的概念から具体的概念

へと発展してゆくかのように展開される弁証法

的論理、上向法的体系とが矛盾なく同居できた

のは、あくまでも完成された具体的概念として

の純粋資本主義社会が「永久に循環するかのよ

うに」とらえられていたからである。具体的関

係の静態的な共時構造、存立構造を分析する観

点と、そのような具体的関係の概念的把握その

ものの発生、発展の観点とは、まさしく弁証法

的に総合されることができていたわけである。

ところが、山口においては、宇野のような

「復元力」という考え方が否定され、当事者行

動論的アプローチによって機構、制度が発生、

発展してゆく過程そのものを思考実験の対象と

するものだとされている。そこでは、19世紀

中葉の傾向から極限化された具体的概念として

の純粋資本主義社会がはじめから予定されると

いうことは否定されている。したがって、山口

原理論の体系において存在するのは、個別的な

経済主体の行動によって単純な関係、機構、制

度が発生し、それが次第に複雑なものへと展開

（＝進化）してゆくという制度的進化のプロセ

スだけということにならざるをえないであろう。

このような山口の分化発生論の論理を徹底す

るとすれば、すでにみたように、貨幣形態、資

本形式、銀行資本、株式資本などが出てくるた

びに市場そのもの、競争機構そのもののあり方

が変容することになると考えられる。当然なが

ら、その結果として資本蓄積、景気循環のメカ

ニズムにもその都度、なんらかの変容が起こる

ことになるであろう。しかし、そのことは、宇

野のような静態的な「永久に循環するかの如

き」原理論という考え方とは不整合を来すこと

になるはずである。

だが、この問題に関しては、すでに新田

［2010年］で考察したように、原理論には「永

久に循環するかのごとき」範疇論、循環法則論

だけでなく、発生過程論もあるというようにア

ンバンドリングをして考える立場にたてば、こ

のような不整合はおのずから解消されるであろ

う。

つまり、宇野原理論の中には、19世紀中葉

の傾向を極限化したところから抽出された商品、

貨幣、資本をはじめとする範疇概念を定立する
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範疇論的な領域と、20世紀末の「小さな政府」

化、グローバル競争の激化、金融恐慌の頻発へ

の還帰という事態をみることのできた歴史的位

置からすれば、かならずしも19世紀中葉モデ

ルに限定する必要のなくなった循環法則論の領

域と、あらゆる社会に共通の経済原則として括

られていたような諸領域が組み込まれていた。

「永久に循環するかの如き」部分は範疇論と循

環法則論に該当する領域に限定されるのであっ

て、範疇、法則そのものの論理的発生過程のよ

うな問題を扱う領域は別個に立てられてよいと

考えられるのである。

６　分化発生論から発生進化論へ

最後に、分化発生論から発生進化論への比喩

的表現の変更がもつ理論的なひろがりについて

みていくことにする。

すでにみたように、山口のいう分化発生論は

当事者行動による市場、競争機構の展開をとら

える論理の比喩的表現としてかならずしも妥当

なものとはいえなかった。むしろ発生・進化論

のほうが妥当性が高いといえるのであるが、そ

れは生物の進化による多様化も含んだ系統発生

からとられた比喩的表現である。したがって、

それは、市場ドメイン以外にも多様なドメイン

が存在しており、それら多様なドメインには必

ずしも完成態がなく変容、多様化していきうる

ものとしてとらえる論理へとひろがりをもつも

のであるといえるであろう。

諸個体の複数性を前提とし、それらの行動か

ら諸制度の生成進化をとらえようとするのであ

れば、局面ごとに分岐点が生じ、多系的な制度

が展開されてゆくと考えられる。そこには、あ

らかじめプログラムされた進化の目的などとい

うものは存在していない。その結果、多種多様

な経済社会システムが、論理的に同等なものと

して展開されざるをえなくなる。

このように、発生進化論（＝系統発生論）を

とれば、多系的な重層的決定の論理が導かれる

ようになる。もちろん、現実には歴史一回的に

起こった歴史段階の発生、発展、移行の過程と、

原理論的抽象の内部における多系的、重層決定

的な発生、発展、移行の論理とは、まったく別

個の次元のものと考えられなければならないこ

とは付け加えるまでもないことであろう。

補説　小幡道昭の開口部論について

小幡道昭［2012年］の開口部論は―第三者

的には山口重克のブラックボックス論との違い

がわかりにくいが―、要点はおそらく原理論レ

ベルで資本主義の変容を主張することにあるの

であろう。

すでにみたように、資本主義の変容論そのも

のは、範疇論、循環法則論とは区別された発生

進化論として可能な議論である。しかし、おそ

らく小幡の場合には、「資本主義」を生物有機

体のようなものととらえ、開口部を通して外部

環境から養分なり刺激なりを受けることによっ

て変容していくという考え方がある。

しかし、第一に、原理論という理論次元に定

位するかぎりにおいては、「資本」、「資本主義」

とは、あくまでも諸個体の行動が生み出す結果

としてのみ存在する社会的関係、社会的機能に

すぎないはずである。それ自体が実体化（＝物

象化的自存視）されて、外部環境との間に相互

作用しながら自己変容していく有機体のように

とらえることは、原理論という論理レベルにお

いては適切ではないように思われる。

また、第二に、「資本」、「資本主義」はそれ

自体としては不変な範疇形式にすぎないと考え

られるべきものである。つまり、「資本」とは

G－W－G’という範疇形式であり、「資本主義」

とはそのような「資本」によって編成される直

接的生産や社会的再生産のあり方に関する範疇
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形式である。したがって、たんなる範疇形式と

しての「資本」、「資本主義」そのものが変化す

るわけではない。変化するのは、G－W－G’

という形式に対応する具体的内容としての貨幣

のあり方（現物、金、信用貨幣、管理通貨、電

子マネー……）、商品およびその生産技術（綿、

石炭・鉄鋼・鉄道、自動車・家電……）、貨幣

資本の調達方法（個人資本、株式資本、国営企

業……）、それらの変容に伴う労資関係、企業

組織・産業組織、産業・就労構造、所得水準、

等々の諸変化なのである。世界史的発展段階、

各国別・分野別発展段階の転移をもたらすもの

は、そうした（市場経済からみた）外的環境要

因の発生・進化にほかならないであろう。

もっともこの問題は、あくまでも比喩的表現

のレベルの次元の問題にすぎない。諸個体の行

動が生み出す結果として存在する資本主義的な

社会的関係、社会的機能がもつ行動システムと

しての特性が、外部環境との相互作用によって

どのように諸個体にフィードバックされながら

再編成されていくかという問題そのものは重要

である。

ただその際、たんに静態的な範疇形式や循環

法則と外部環境との相互作用だけで終始しては

ならないように思われる。いままでみてきたよ

うに、原理的次元の内部においても多系的な、

重層決定的な発生・進化の論理的過程はとらえ

られるのであり、それと歴史的現実における外

部環境の変容過程との間での相互作用もまた視

野に入れていかねばならないと考えられるから

である。

７　小　括

山口重克は、宇野の方法論を継承しつつ、宇

野の「復元力」という考え方を否定し、弁証法

的論理による上向法的体系の構成方法論を否定

した。だが、それは弁証法的方法のもつ曖昧な

神秘性を排除するにとどまらず、それがもつ積

極面をも洗い流してしまう面もあったと考えら

れる。

宇野の「復元力」に対して、山口は、具体的

な原理論研究の諸場面に即しつつ競争論的観点、

当事者行動論的観点、機構論的観点、分化論的

観点、発生論的観点を提起していき、最終的に

分化発生論として集約していった。

当事者行動論的観点は「方法論的個人主義」

といってよいが、英米系の社会科学者によって

それが用いられる場合には、「個人」が受けて

いる歴史的・文化的規定性に無自覚なことが多

い。しかし、作業仮説として少なくとも身体的

個体性、ローマ法的私有主体、プロテスタント

的内面性という三つの歴史的地層を区別するべ

きであろう。そうしたうえで、当事者行動論的

観点はできるかぎり歴史的・文化的規定性を捨

象した方法論的「個体」主義として徹底される

べきである。

だが、そのように方法論的に徹底するときに

は、当事者行動論的観点はもはや商品経済、純

粋資本主義の領域に自己完結できなくなる。そ

れは、利他的行動、社会契約、国家、法律、政

治あるいは組織、制度、慣習などの生成の論理

の諸問題へと開かれざるをえなくなるであろう。

だが、そのような場合には、単系列的な個体発

生からの比喩による分化発生論というよりも、

多系列的な系統発生（発生・進化）からの比喩

による発生進化論というほうが適切となるであ

ろう。

また、山口の分化発生論においては、宇野の

ように「永久に循環するかのように」説かれる

のか説かれないのか不明確なところが残されて

いた。もちろん、宇野原理論に含まれていた範

疇論や循環法則論の部分は「永久に循環するか

のように」説かれるべきものである。だが、分

化発生ないし発生進化のような論理過程は、
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「永久に循環するかのように」説かれる領域と

することはできない。それらの諸領域は、原理

論の内部において区別され適切に再結合される

必要がある。

結　語

マルクスは、周知の通り経済学批判の叙述方

法として弁証法的な上向法と歴史＝論理説を採

用した。これに対して、宇野弘蔵はマルクスの

上向法をある部分で批判するとともに、歴史＝

論理説は全面的にしりぞけ原理論は「永久に循

環するかの如き」ものとして説くものとした。

他方で、宇野は、原理論は商品からはじまって

純粋資本主義社会の全体像が復元されていくと

いう、一種の弁証法的な上向法を採用していた。

このように、宇野の方法はマルクスとの関係に

おいて複雑なものがあったが、その際、宇野の

弁証法理解にも問題があった。

他方、山口重克は、宇野の「復元力」という

考え方を不明確なものだとしてしりぞけ独自の

方法論で原理論を再構成した。しかしながら、

宇野の「復元力」という考え方の中には、マル

クスの弁証法的な上向法を継承して、抽象的概

念といういわば部品のようなものから具体的概

念の全体像を再構成していくという、それ自体

としてはとくに神秘的でも何でもない側面が含

まれていた。そのような方法論によって、マル

クスや宇野においては、あらかじめ具体的な資

本主義社会の像が理論的な説明対象の終着点と

して設定されていたわけである。

それに対して、山口は、そのような終着点を

設定することなく、当事者行動の論理だけによ

って市場や競争機構が分化発生してくることを

純粋に論理的に追跡していくものとした。だが、

そのような方法論によっては、商品経済の論理

だけからなる純粋資本主義社会の再構成に限定

されることはできなくなり、当事者の利己的な

合理的判断にもとづいて利他的行動、社会契約、

法律、国家あるいは組織、制度、慣習などが生

成してくる論理を排除することは不可能となっ

てしまう。さらには、それらの生成によってそ

の都度、市場メカニズムにも変容が起こること

になる。このような不可逆的な変化は、宇野の

「永久に循環するかの如き」ものとされた原理

論の方法とは齟齬を来すものである。

しかしながら、「永久に循環するかの如き」も

のとされた原理論の領域である範疇論、循環法

則論と、不可逆的な発生、発展、変化を原理的

に扱う発生進化論とをアンバンドリングしつつ、

それぞれが原理論の一部分をなすものとして位

置づけ直すことによって、そのような齟齬はな

んら問題ではなくなるものと考えられる7）。

〈註〉
1）　周知のように、世界資本主義論においては、
マルクスの歴史＝論理説への回帰という理論的
な“先祖返り”が行われた。すなわち、19世
紀世界資本主義の内的かつ概念的な叙述として
の鈴木・岩田／侘美の世界資本主義論という方
法である。鈴木・岩田／侘美の世界資本主義論
においては、歴史＝論理説と弁証法的な概念生
成論の方法とが全面的に復活されたのであった。

2）　山口は、純粋化傾向論も内面化作用論もとも
に否定し、原理論はマックス・ヴェーバー的な
主観的理念型論であってよいとする。ただし、
それは一人の分析者の主観的恣意であるわけで
はなく、経済学史の発展を踏まえたものである
とされる。また、商品経済の論理だけで純粋に
展開される論理体系である点が、一般的な主観
的理念型との違いであるともされる。しかし、
このような山口の方法論を徹底すると、「商品
経済の論理」とは何かが曖昧になる。「方法論
的個人主義」にもとづき、自己利益の最大化
を追求する主体の行動原則だとするならば、企
業組織・産業組織から公共選択、国家まで展開
できてしまうことになるであろう。このような
問題にかんして、私は1990年代の一連の論考
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――新田［1994年 a］・［1994年b］・［1995年］・
［1997年］・［2000年］―― において試行錯誤を
余儀なくされていた。本稿は、2005年に内地
留学の機会が与えられた際に、この問題に関す
る草稿を書きためたものを基礎としているが、
その後も他の問題に時間をとられていたために
完成が大幅に遅延してしまった論稿である。
3）　この間の事情には、廣松渉の方法論による示
唆があったことは、『廣松渉著作集』第十二巻
の月報において触れられている。「とくに、学
知の体系的叙述はフュア・エスとフュア・ウン
スを自覚的に区別して行われるべしという廣松
の体系構成論は私に大変有益な作用をしてくれ
たように思う。私は時潮社の『現代金融の理
論』［1971年 ―― 引用者注］に「金融の原理的
機構」を書いた頃から、原理論の第一篇と第三
篇は個別経済主体の経済人的行動とその意図せ
ざる社会的結果という二分法で構成したいと考
えるようになっていたが、これに廣松の当事
者・観察者という二分法を重ね合わせることに
よって、自分の考えていたことが哲学史的背景
のある形と内容を与えられ、いわばオーソライ
ズされたことによって、私は私の原理論展開の
方法に大いに自信を得た思いがしたのであっ
た。」（山口重克「廣松のこと」、『廣松渉著作集』
第十二巻、月報4、岩波書店、1996年、6頁）

4）　なお、この場を借りて、西部忠［2012年］
（10-12頁）による新田［2006年］への批評に
リプライしておきたい。
　　西部［2012年］は、青木昌彦が6つの領域か
らなる諸制度が相互補完的に共進化すると捉え
るのに対して、山口重克が市場取引のみの単系
列（商品・貨幣・資本、商業資本、貨幣取扱資
本、銀行資本、株式資本のような）の進化過程
を論理的展開として叙述する分化・発生論を提
示した上で、単系列上の演繹的には解けないブ
ラックボックスに複数の歴史的条件を挿入する
ことで制度的多様性をモデル化するとする中間
理論を示唆したという違いがあるとする新田
［2006年］における整理を引きつつ、「新田は、
こうした両者の違いにもかかわらず、経済主体
の限定合理性を出発点として試行錯誤的に制度
が進化する点で大差ないとしているが、その評
価は正確さを欠く。」（11頁）として次のよう
にいう。「比較制度分析は、ゲームの戦略的均
衡（共有予想）として制度を理解した上で、現

代経済における制度の多様性や複雑性を生み出
す「系統発生的進化」を複数均衡として解釈す
るのに対し、分化・発生論は、概念の準演繹的
な展開による上向法を通じて、制度の生成・分
化を示す資本主義市場経済の「個体発生的進
化」を対象としている。両者は方法論や分析ツ
ールだけでなく、議論の対象や設定された問題
も大きく異なっている。」（10-11頁）
　　しかしながら、このような両者の比較対照は、
まさに新田［2006年］が指摘し明らかにした
ことにほかならないのであって、「その評価は
正確さを欠く」と評される所以は理解しがたい
というほかはない。

　　それはともかくとして、西部［2012年］と
の考え方の相違が端的に表されているのは、
「新田は、あくまで経済主体が自己利益の最大
化を実行することを前提していた」（12頁）と
している箇所かと思われる。本論でも詳述した
ことであり新田［2006年］においてもそうで
あったが、私は昔から一貫して、あくまでも原
理論という領域に限定する限りでは方法論的
「個体」主義をとるものとし、原理論以外の諸
領域ではそれぞれに適した方法論を採るべきで
あると明確に主張してきた。これに対して、西
部［2012年］のいわんとするところが、原理
論においても方法論的「個体」主義以外の方法
をとるべきだということだとするならば、その
点に関してはかなりの距離があるといわざるを
えないであろう。そのこととも関連するものと
思われるが、西部［2012年］は「純粋資本主
義の原理論レベルの価値・価格論を含む市場機
構分析にも、進化・制度の視点は関わるので、
そこではもはや合理的経済人を想定することは
できない」（12頁）という。だが、なぜ進化・
制度の視点が関わるともはや合理的経済人を想
定することはできないということになるのか、
私にはその理路がまったく理解することができ
ない。

　　さらに、西部［2012年］はその結論部分に
おいて、「その際、構造論アプローチや行動論
アプローチにおける静的均衡や最適化といった
見方はすべて退け」（25頁）るべきだと述べて
いる。このように原理論において、「構造論ア
プローチや行動論アプローチにおける静的均衡
や最適化といった見方はすべて退」けるという
発想も、私には理解しがたいところである。



― 190 ―

専修大学社会科学年報第 48 号

本論で展開しているように、原理論は発生論、
構造論、動態論、静態論、均衡論、不均衡論
などが重層的に折り重ねられてきたものであ
り、それらはアンバンドリングされた上で適切
な配置で再結合されるべきであると考えられ
る。
　　もっとも、西部［2012年］は同じくその結
論部分において、「資本主義という種の進化を
個体発生と系統発生の両面から理解するための
経済学体系を再構成することができるのではな
いか。これが、進化経済学と宇野経済学の統合
の可能性を探る方向である。」（25頁）として
いる。ここをみる限り、ひろく社会科学レベル
における方向性の大枠としては大差ない結論と
なっている。しかしながら、原理論という狭く
限定された領域に関するとらえ方にはかなり発
想の相違が認められるといわざるをえない。
5）　サルトルの『弁証法的理性批判』は、現象学
的還元によるまったく無規定的という意味で自
由な実存から出発して社会的実践の諸形態 ――
構成する弁証法（個人的実践）、反弁証法（実
践的惰性態）、構成された弁証法（集団的実践）
―― をとらえようとした論理の構えにおいて、
ホッブスの徹底性を再現するものであった。同
様に、マックス・シュティルナーの『唯一者と
その所有』も社会的な存在をすべて唯名論的な
見地へと還元し尽くそうとするものであった。
したがって、レヴィ =ストロース『野生の思
考』におけるサルトルの批判は、ロック以来の
通常の英米系の方法論的個人主義と混同したま
ったく見当外れのものである。しかしながら、
シュティルナー、サルトルのそれはホッブスの
それとは異なり社会科学的な内容という点から
は、まったく空疎なものにとどまるものでしか
なかったことは一読すれば明瞭となる。
6）　山口は、このような問題について原理論それ
自体においてはブラックボックスとしておくし
かないものとしている。このブラックボックス
の中味を具体的に扱うものとして、山口［2006
年］その他において「中間理論」を提唱してい
る。
7）　「発生・進化論」という方法論に関しては、
新田滋［2006年］、新田［2010年］をも参照さ
れたい。
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